
茅ヶ崎市民活動サポートセンターの今後の方向性について

(2)今後の人口推計（令和２年国勢調査からの推計）

本市の人口は、令和７年の24万3188人をピークに減少傾向に転じると推計しています。

１．市民活動やサポートセンターを取り巻く環境

(1)茅ヶ崎市総合計画（令和３年度から令和１２年度まで）

・行政運営の基本姿勢のひとつ「市民との関係の深化」内に「市民が力を発揮できる社会の構築」が位置づけ

→人口減少や少子高齢化の更なる進展など、社会構造が大きく変化する中、民間の団体や企業をはじめとする多様な主体がそれぞれ

の価値観で活動することで、社会的課題の解決に結びつくよう、相互の連携をコーディネートし、市民一人一人が自らの力を発揮で

きる社会を構築します。

・行政経営の方向性の中に「市民主体のまちづくりの推進」が位置づけ

→誰もが地域の一員として、まちづくりに参画できるよう、積極的な情報発信や対話の場の創出等を促進します。

→様々な分野において活動する多様な主体がお互いの立場を尊重し、適切な役割分担のもと、連携・協力したまちづくりを推進し

ます。

(4)２０２４年度市民活動に関する状況調査（アンケート）（抜粋）

(3)市民活動団体等の数 R2 R5

・市民活動データベース掲載団体数（市民活動サポートセンター） 309団体 308団体

・主たる事務所の所在地が茅ヶ崎市であるNPO法人数（内閣府） 102団体 101団体

令和６年９月２６日
令和６年度第３回市民活動推進委員会

資料２－３



茅ヶ崎市民活動サポートセンターの今後の方向性について

(1)市民活動団体の支援

・市民活動への支援（相談業務、場の提供、物品の貸
し出し等）

・市が実施する市民活動支援への支援（げんき基金補
助事業等）

・多様な主体との協働の支援

２．今後のサポートセンター運営の方向性（案）

高齢社会、人口減少社会に加え、コロナ禍を乗り越えた社会において、市の魅力や活力において、市民の力は必
要不可欠であり、市民活動サポートセンターは、市のまちづくりを推進するために重要なものであり、今後におい
ても、市民活動の支援は必要です。

社会状況が変化する中、令和８年度以降の運営するための方向性をまとめました。

(2)市民活動の推進

・市民活動の担い手の掘り起こし

・若者・ユースボランティア活動の継続支援

・市民活動の担い手に関する調査研究

(3)DX化への支援

・市民活動団体の活動に対するWEB活用支援

・市民活動団体のDX化の推進

(4)出張支援及び推進

・各団体が市民活動を行っている場所での出張支援

・活動現場を訪問した支援員の人材育成

（５）ネットワークづくり

多様なネットワーク作り

指定管理者 公募により選定する【指定管理者制度導入に関する基本的考え方より】

指定管理期間 2026年（令和8年）4月1日から2031年（令和13年）3月31日まで

指定管理料 未定

年度 内容

令和６年度

・指定管理者へのヒアリング
・指定管理者選定等委員会へモニタリング結果報告。
・指定管理の方向性（事務局案）について市民活動推進委員会から意見聴取。
・事務局において募集要項（案）の作成。

令和７年度

・募集要項（案）を指定管理者選定等委員会※にて審議。
・募集要項を確定後、募集開始。
・指定管理者選定等委員会※にて審査。
・令和７年度中の指定管理者指定議決。

※指定管理者選定等委員会：指定管理者の候補者の選定、指定管理者の行った管理に係る評価、指定管理者の指定の取消し又は管理の業務の停止
その他市長又は教育委員会が必要と認める事項につき市長又は教育委員会の諮問に応じて調査審議し、その結果を答申し、又は建議するもの

４．次期指定管理者の選定


